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相続説明業務費積算基準（案）

相続説明とは、公共事業に必要となる土地等の取得等に伴う用地取得又は建物等の移転の対象
となる権利者に相続が発生している場合に、用地調査等業務費積算基準第１３章補償説明（以下
「補償説明」という）のうち、契約対象者以外の相続人等に対する相続関係に係る説明（以下「相
続説明」という）を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１～表５によるものと
する。

なお、請負者が２名以上の編成で行うことを前提としたものである。相続説明に係る直接人件
費の積算に当たっては、表１の区分ごとの「補正率」欄に掲げる補正を行うものとする。

表１

区 分 判 断 基 準 補正率

相 全体的な判断基準 個別的な判断基準
続
説 (1) 土地のみのもの。
明 (2) 土地に囲障等の簡易な附帯工作物又は 0.50
等 イ 土 地 の み 立竹木が存するもの。

(3) 土地に土地所有者以外の者が所有する
野立看板等が存するもの。ただし、この
場合の権利者数は１名とする。

(1) 土地に機械設備、生産設備、庭園等が
存するもの。

ロ 土地及び工作物等 (2) 機械設備、生産設備等が存するもの。 0.80
(3) 居住の用に供されている借家人に係る

もの。

(1) 土地、建物を所有している補償に係る
もの。

ハ 土 地 及 び 建 物 (2) 居住用以外の用（居住用併用を含む） 1.00
に供されている借家人に係るもの。

(1) 土地、建物を所有し、営業を行ってい
ニ 土地及び建物並び る（住居用併用を含む）補償に係るもの。 1.30

に営業

注１ 土地の定義には、借地権を含む。
注２ 墳墓所有者(土地及び墓石等)は、「イ」を適用するものとする。
注３ 借地権に基づく建物所有者は、「ハ」を適用するものとする。
注４「ロ」の機械設備等の判断基準は原則として、(1)の場合は、土地所有権に基づくもの、(2)

の場合は、土地所有権を有するもの以外のものに適用するものとする。

１ 打合せ協議

中間打合せの回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。

２ 現地踏査

相続説明を単独で発注する場合における現地踏査の費用内容及び取扱いは、表２により行うも
のとする。なお、補償説明に加えて相続説明を発注する場合、現地踏査は補償説明を採用するも
のとする。

表２

種 目 単 位 規 模 職 種 外 業 備 考

主任技師 0.54 人
現地踏査 業 務 技師 Ａ 0.54 人

技師 Ｂ 0.54 人

注 現地踏査は、表 1 の区分を行わないものとする。
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３ 概況ヒアリング

概況ヒアリングに要する直接人件費の積算は、表３により行うものとする。

（相続説明等） 表３

種 目 単位 規 模 職 種 外 業 内 業 計 備 考

概況 主任技師 0.06 0.06 人
ヒアリング 権利者 ハ 技 師 Ａ 0.06 0.06 人

技 師 Ｃ 0.06 0.06 人

注 1 相続説明等は、技師Ａ 1 名、技師Ｃ１名の合計 2 名編成で行うことを前提としたものである。ただし、
概況ヒアリングには主任技師が加わるものとする。

注 2 本表の歩掛は、表 1 のハを基準としたものであり、表 1 の区分により補正を行うものとする。
注 3 直接人件費＝表 1 の補正単価×表 1 の区分ごとの権利者数

４ 説明資料の作成等

説明資料等の作成等は、権利者ごとの処理方針の検討、説明資料の作成等を行うものとし、こ
れに要する直接人件費の積算は、表４により行うものとする。

（相続説明等） 表４

種 目 単位 規 模 職 種 外 業 内 業 計 備 考

説明資料等 主任技師 0.02 0.02 人
の 作 成 権利者 ハ 技 師 Ａ 0.08 0.08 人

技 師 Ｃ 0.08 0.08 人

注 1 本表の歩掛は、表 1 のハを基準としたものであり、表 1 の区分により補正を行うものとする。
注 2 直接人件費＝表 1 の補正単価×表 1 の区分ごとの権利者数

５ 相続説明

相続説明は、土地、物件調書の配布、相続関係書類の説明、記録簿の作成を行うものとし、こ
れに要する直接人件費の積算は、表５により行うものとする。

（相続説明等） 表５

種 目 単位 規 模 職 種 外 業 内 業 計 備 考

主任技師 0.02 0.02 人
相続説明 権利者 ハ 技 師 Ａ 0.54 0.02 0.56 人

技 師 Ｃ 0.54 0.21 0.75 人

注 1 本表の歩掛は、表 1 のハを基準としたものであり、表 1 の区分により補正を行うものとする。
注 2 直接人件費＝表 1 の補正単価×表 1 の区分ごとの権利者数


